
（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

不明 百万円(年)

検討中

31 4 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●
①民間の専門性高い技術・知
識の導入と人材の活用
②市民サービス、収納率の向
上
③人事異動、組織再編による
業務の停滞回避
④職員削減による経費節減
と、他部署増員による市政重
点施策の推進

水道施設の維持管理、ﾒｰﾀｰ
検針、検定満期ﾒｰﾀｰ交換、
漏水調査、水質検査
窓口・電話受付、上下水道料
金の賦課・収納、滞納整理、
給水停止、水道の開閉栓、ﾒｰ
ﾀｰ在庫管理、給排水設備工
事受付・検査、給排水指定店
に関する業務、下水道普及推
進、管路等緊急修繕対応等

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

●

施設名

下呂市 水道事業 ―

団体名 業種名 事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



●

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等におけ
る中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

現在、令和5年度に策定した公立病院経営強化プランに取り組んでいる。プランでは二次医療圏内の直近の救急指定病
院まで約30分の距離があり、隣接する白川町、七宗町、郡上市和良地域の住民への医療の提供は不可欠であることな
どから、現状の病床機能等を維持することを目標に掲げ、課題となっている医師・看護師の確保に努めている。また、周
辺地域の診療所などへ病院のPRを実施し患者紹介などによる患者数の増加に取り組んでいる。しかし、半期による検証
において、目標に達しないと判断したときは、抜本的な見直しを行うこととしており、現在、色々な手法を模索しながら取り
組んでいる。

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

施設名

下呂市 病院事業 ― -

団体名 業種名 事業名

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

5 百万円(年)

人件費(職員給与費)1名×5百万円/年

検討中

31 4 1

実施予定 年 月 日

実施済 ● 下水道事業の安定的継続を目
指し、さらなる経費削減、民間
の専門性高いノウハウの導入
と技術力の活用、市民サービ
スの向上を目的に包括的民間
委託を実施する。

料金賦課徴収、排水設備工
事受付、処理場の施設維持
管理

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

下呂市 下水道事業 公共下水道

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

百万円(年)

検討中 ●

都道府県構想に位置付けては
いるが、検討を始めたばかり
で、総合的に検討が必要であ
る。

費用対効果の検証を進める。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との結合

その他

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

下呂市 下水道事業 特定環境保全公共下水道

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

5 百万円(年)

人件費(職員給与費)1名×5百万円/年

検討中

31 4 1

実施予定 年 月 日

実施済 ● 下水道事業の安定的継続を目
指し、さらなる経費削減、民間
の専門性高いノウハウの導入
と技術力の活用、市民サービ
スの向上を目的に包括的民間
委託を実施する。

料金賦課徴収、排水設備工
事受付、処理場の施設維持
管理

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中 ●
特環との統廃合や、浄化槽区
域への変更。

住民との協議

④民営化・民間譲渡による廃止
⑤広域化による廃止
⑥その他

百万円(年)

①診療所化・介護施設化

②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日③事業目的の完了

取組事項 事業廃止

実施済
全部廃止 一部廃止

実施予定

● ● ●

施設名

下呂市 下水道事業 農業集落排水施設

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中

年 月 日

5 百万円(年)

人件費(職員給与費)1名×5百万円/年

実施済 ● 下水道事業の安定的継続を目
指し、さらなる経費削減、民間
の専門性高いノウハウの導入
と技術力の活用、市民サービ
スの向上を目的に包括的民間
委託を実施する。

料金賦課徴収、排水設備工
事受付、処理場の施設維持
管理

実施予定

百万円(年)

検討中 ●
都道府県構想に位置付けてはいる
が、検討を始めたばかりで、総合的
に検討が必要である。

費用対効果の検証を進める。

4 131

平成

実施予定

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

特環下水と公共下
水との結合

その他

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

5 百万円(年)

人件費(職員給与費)1名×5百万円/年

検討中

31 4 1

実施予定 年 月 日

実施済 ● 下水道事業の安定的継続を目
指し、さらなる経費削減、民間
の専門性高いノウハウの導入
と技術力の活用、市民サービ
スの向上を目的に包括的民間
委託を実施する。

料金賦課徴収、排水設備工
事受付、処理場の施設維持
管理

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

検討中

8 百万円(年)

処理場費3.7百万円/年　減価償却費4.3百万円/年

②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日
④民営化・民間譲渡による廃止
⑤広域化による廃止
⑥その他

●
12 4 1

①診療所化・介護施設化

取組事項 事業廃止

令和実施済 下水道事業経営改善のため、
不採算となっている3処理区の
内、１処理区を事業廃止した。
残り2処理区については、令和
12年度までに対象者全員の同
意が得られた場合のみ事業廃
止を行う。

全部廃止 一部廃止

実施予定 ●
③事業目的の完了

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

● ●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

下呂市 下水道事業 小規模集落排水施設

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （公務員型と非公務員型の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

施設名

下呂市 観光施設事業 その他観光

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への

移行
広域化等

民間活用

団体名 業種名 事業名

取組事項 民営化・民間譲渡

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

● ● ●

実施済
全部民営化・ 全部民間譲渡 一部民営化・ 一部民間譲渡

実施予定 年 月 日

百万円(年)

検討中 ●
令和5年度に地方公共団体の
経営・財務マネジメント強化事
業により検討を行った。

全部譲渡に関しては文化財の取り扱いに課題が生じた

取組事項 公営企業型地方独立行政法人への移行

検討中 ●
令和5年度に地方公共団体の
経営・財務マネジメント強化事
業により検討を行った。

観光施設形態に関しては独立行政法人の手法は想定されておら
ずなじまないと判断した

年 月 日

百万円(年)

実施済
公務員型 非公務員型

実施予定

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （方式） （導入・契約（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 代行制 利用料金制

実施予定

検討中 ●
令和5年度に地方公共団体の
経営・財務マネジメント強化事
業により検討を行った。

外部での管理を進める上で上下分離方式による運営について検
討を継続することとしている。ただし、受け皿の確保の課題があ
る。

年 月 日

百万円(年)

取組事項 民間活用（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式の活用）

実施済
BTO方式 公共施設等

運営権方式
（コンセッ
ション方式）

BOT方式

BOO方式

百万円(年)

検討中 ●
令和5年度に地方公共団体の
経営・財務マネジメント強化事
業により検討を行った。

民間事業者のノウハウにより収益の拡大等の可能性があるが、
当施設は拡張性に乏しく投資、効率的・効果的な工夫の余地が
小さい。また、事業プロセスに時間を要する。

年 月 日DBO方式 その他

港湾運営
会社制度

実施予定
DB方式



抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等におけ
る中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

本施設の運営においては、他会計からの繰入金の依存度が非常に高い施設であるが、民間介護サービス事業所の参
入も少ない地域であり、下呂市北部地域の介護施設として必要な施設で重要な介護資源と考えると今後も公営企業とし
て実施していく必要があると考えます。

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

施設名

下呂市 介護サービス事業 介護老人保健施設 下呂市立小坂老人保健施設

団体名 業種名 事業名

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和6年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


